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第48回　東京医科大学循環器研究会
日　　　時：平成20年6月21日（土）
　　　　　　　午後2：00～
場所：東京医科大学病院教育棟5階
当番世話人：東京医科大学病院心臓外科
　　　　　　　　　　　　　　　牛島　輝明
1．食道癌大動脈浸潤症例に対するステントグラフト内挿術
　の検討
（血管外科）　　　　　永野　貴昭、川口　　聡、島崎　太郎
　　　　　　　　　　横井　良彦、小出　研爾、松本　正隆
　　　　　　　　　　浅野　竜太、長野　博司、重松　　宏
　【目的】大動脈浸潤をきたす進行食道癌症例では、食道乱破
をきたし、救命処置を必要とする場合や、CRT（化学・放射線
療法）により、大動脈食道塵を形成し、食道穿破を惹起する事
がある。同疾患に対し、胸部大動脈内ステントグラフト内挿術
（TEVAR）を施行した7症例に関して検討する。【対象】2008
年5月まで当科で施行したTEVAR約700例中、7例に食道癌
大動脈浸潤症例に対し、TEVARを行なった。男性5例、女性
2例で、平均年齢56．7±13．3（32～76）歳であった。食道三生を
きたし、緊急手術を施行した症例は2例で、CRT前に予防的
手術を施行したのが5例であった。【結果】周術期合併症（脳
梗塞、対麻痺等）を認めた症例は無く、原疾患で5例死亡（術
後平均7．2ヶ月）したが、大血管関連死亡は無かった。
【結語】食道癌大動脈浸潤に対するTEVARは、安全に施行し
うる手技であり、救命治療およびQOL向上目的としては、十
分に効果が期待できる。
2．膝下領域に対して血管内治療を行った一例
（西東京中央総合病院　循環器外科）
　　　　　　　　　　内山　裕智、末定　弘行、橋本　雅史
　　　　　　　　　　伊藤　茂樹
（西東京中央総合病院　循環器内科）
　　　　　　　　　　　　　　　雨宮正、小路裕
冠動脈及び下肢血管造影を施行したところ、冠動脈造影では＃
7；90％狭窄、下肢血管造影では、右総腸骨動脈に90％狭窄、右
浅大腿動脈；完全閉塞、右膝窩動脈～下腿三分岐の完全閉塞
が認められたため、狭心症及び閉塞1生動脈硬化症と診断した。
ABIは右；O．46、左；0．72であった。血管造影の結果からは運
動療法が考えられたが、右下肢に不全麻痺があること、また本
人の強い希望もあり、経皮的下肢動脈形成術（PTA）と経皮的
冠動脈形成術（PCI）を一期的に施行した。バルーン拡張のみ
で狭窄は残存しているが、術中術後に合併症はなく経過し、術
後6ヶ月の現在、症状の改善を認め（IC　300～400　m）、　ABIは
治療前0．76から術後0．93に改善した。〈考察および結語〉本
症例はFontaine　II度の下肢虚血であり、膝下膝窩動脈病変で
あることから、TASC　IIに従うと運動療法を第一選択とすべ
きと考えられる。しかし右下肢不全麻痺のあるため運動療法
は困難であることと、患者が整形外科医であり、早期症状の改
善が望まれることを最優先したいとの希望があったため、充
分にリスクと遠隔成績を説明した上でPTAを選択した。しか
しバルーン拡張のみでは狭窄は残存し、間歓性肢行も充分に
改善していないが、現在使用できるステントでは機械的破損
の危険性があるため、ステント留置は行わなかった。今後のデ
バイスの進歩による治療手技の確立が期待される領域であ
る。
3．ロボット支援下MmcAB手術一subxiphoid　approachに
　　よる新たな両側内山動脈剥離方法一
（心臓外科）　　　　　高田　宗尚、渡邊　　剛、牛島　輝明
　　　　　　　　　　石川　紀彦、菊池祐二郎、山本　宜孝
　我々は超低侵襲冠動脈バイパス手術をめざし、da　vinciを用
いたMIDCABを行ってきた。今回剣状突起下からのアプロー
チによる、新たな両側内心動脈剥離方法を用いたMIDCAB症
例を経験したので報告する。症例は川崎病の既往がある22歳
の3枝病変症例。剣状突起下を5cm切開した創からU字型
フックを挿入し、これにより胸骨下部を吊り上げた状態にて
da　Vinciを用い両側内胸動脈を剥離した。従来行ってきた胸腔
アプローチと異なり、側枝の識別が容易で、より短時間での剥
離が可能であった。鋤骨動脈を用いたコンポジットグラフト
による3枝バイパスを行い、第6命日に退院した。証状突起下
からのアプローチによる両側内胸動脈剥離方法は胸骨正中切
開や側方開胸を必要とせず、超低侵襲MIDCABにおいて安全
かつ有効であると考えた。
　＜症例＞51歳、男性（整形外科医）〈主訴〉労作時胸部圧
迫感、間雨性平行（50m）〈現病歴〉平成17年4月頃より主
訴が出現し、その後症状徐々に悪化したため平成19年4月に
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